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はじめに

プット一政権（1971年12月2011～1977年7月4fl）は，

その成立i削査の数年間に、 ｛要産業の国ff（ヒをはじめと

するヤくうかの経済制度改革を，今、＇）ぎはやに実施 Lた。

政権が実施した寸むの制度・機構改革は守もともと， iぃj

政悔のJ:H本であと， PPP (Pakistan P引 iple’sParty：ハキ

王ゲン人民党）が，その選挙織僚によぷ、てi匝，，ごL、たr-tJ

会主義」政策の路線l二；；－｝，，て行なわれた久のであるのし

かし同時に、新政権の登場企同氏大衆に焼くifl象＇）けろ

という政治的対J当！の二重視され、その新政策の多くは多分

に「改革的」な色彩を強く示すものであ 2た。

政権は宅す＼充足の翌年である72年 1Jj l iJに， j要

財閥の当ゴの1'1t軟禁措置を実砲し‘新政権方、、わゆる
「22家扶Jic' Iにfl;:友主れζ2パキス守＞ C'）符済力集中の

問題に積七1t,fi(Jに取り組心意向てゃあることを九三した。っし、

で翌2月；こは？鉄鋼，自動rji二重機械などを初めとする

10大法幹産業合国家管土中卜に惨行することが衣時iされ，

問述する犯の生夜企業が接収された。

同月 4r:lにl士、銀「1二と保険業の同行化二］＇定が発表され？

また12llには，財界人等に対して，彼らが海外に隠院し

てL、る外貨の本同送還が命じられた。

翌2月10日には．新労働政策が夜表され（It2），プット

一政権の支持基繋の一つである都市工業労働者の労働条

件改善案が提示された。：1月1日には、注ロの土地制度

改革案が発友され江3I，新政権に対す：：：， Fl否決氏の支持

拡大が閉じれたc 叫川、でユ月19日には，外資系も含む全

生命保険業の同有イヒが実施に移された。

5月に入ると， 11日のパキスタン・ルピーの平価切下

げl：住41, H日の新輸入政策の発表， 19Hの銀行改革案の

発表，そしてお日の対パキスタン依依凶会議の再開など，

金融および対外経1斉；l二関する新政策がつぎつぎと実施さ

『アジア経済』 xX-6 (1979. 6) 

やま

[LI 中
b句，，

f/15 

jも7こ。

翌73年に入ると， 6月20日の米穀輸出業務の国有化，

9月2日の食用縞物油脂工業の国有化，そして10月11日

の綿花輪出業務の国有化（注5）が相ついで行なわれた。ま

た74年 1月1日には，懸案であった銀行業の国有化が完

ゴ〉実施され、同時に，石油製品販売お上ぴ海上船舶業の

同有化が行なわれるなど，生産，金融および流通の各分

担fに対する政府の1rn妾介入の！［ftいが，強め i'，れてい，，
ル－
Z、E、

その役しばらくは，新たな経済制度改革は行なわれな

かったが， 75年に入，，て11月10日に，小銃模土地所有It
tこ対する地強免除が発表され［往6），支た76年7月lHlに

は綿繰り、精米， 1＼＇.！粉の諸工場の同； ff化が実施され，さ
じに77年I}l 5 上Iには土地改革の f第2弾jとLて，保

tH民績の上限の一層の引下げ、お上び土地税制の変更が

発表された（注7)。

このように，ブヴト一政儀1切に行なわれた制度改革l土、

経済分野に限ってみてもかなり広範聞にわたっている。

もっとも，これムの制度改革は整tt性をもって計両的iこ
導入されたものである，とは言い難い而がある。またそ

れ自体が，経済的なft理性を持っているか否かは，一概

に結論しえないものでもある。しかし二れらの新制度の

導入が，その基本方針において，経済活動における国家

の役割の増大を目指したものであるという点で，従来の

パキス伊ン経済が踏襲してきた政府と民間との協調開発

体制に，一つの転換をもたらす内界を含んでいることは

明「》かである。このことは，経済力集：fi排除左のかかわ

りで，一／高明示的である。

本稿では，上記の諸政策の個々につL、て触れることは

避け，このうちとくに1972年の初頭に実施された基幹泣

支の接収および，これにつ f ）く 合連の企業接収政策を取

上げ，政策の内容，実施の実態および民間資本土の関係

などにつき，考察してみたいと思ろ。

（註 1) 「22；哀lit；」のi::1u1に，，，、てけ，以下の資料

をきょ JV~ さ 11たい。

長HF,1パ 1スタンにじける資本グ）1f•!1 l::支配」（『ア
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Ⅱ　接収政策に概要
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ジア経済』第17巻6号 1976年6月） 29～44ページお

よび White,Laurence J., Industrial Concentration 

and Economic Power 仇 Pakistan, Princeton, 

Princeton Univ. Pres鴎， 1974,212 p. 

f注2) 72年2月1011，＝充jく，， i.しん労働政策は， 'Ji
例者の経営参加権の容詑（工場レベノレで20%まで〉，

iノti列者への利潤分配率♂J2%かん 4%への引上げ，ポ

寸ス支給の義務化， ＇］）組 Jうr;i:J訪云H司自jの導入などを

’両Tとしていたが，労働者側のコ1揃は根強く，その後

も大規模なストライキが統発した。このためプット一

政権は， 7月31日，経営者代表および労働者代表から

なる三者会談を開き， 8月23自に修正案を発表した。

修IE索には，年次休暇を増加する，経営委員会の労働

計代表は労働者側が折tする， ）＇.j動？iへの利潤分記事
央4%から 5%へと引上け；：j，など♂〉君主が盛り込まれ

(,l 3) パキスタンて：1，ア ーノ政権時代の1959

11に 1度，土地制度改－＇＋ ,~: ( j ／けノji、けるが，今回の

それも前回のパターンを踏襲し，個人の土地保有国績

の上限の引下げおよ，f上限を越える部分の無償接収を
’l'l・＂子として，実施された。

（伎4) パキスタン・ノレピー［土門初，分離独立時の

lリ47年8月14日に， 1 ,:Jcド，t一：l.'.llPレピーと設定され

たが， 8年後の1955年8J] 1 Ii，二 I米ドル＝4.76ノレ

ヒ←に切下げられた。その｛長jく。パごのレートが引き

かれたが，この間， 'J：寺うとじl、Jfc離が拡がり，結局プ

ット一政権の手で1米 Iノi二七11人ピ へと， 17年ぶり

に大幅に切下げられた。なおこのレートは，翌73,r2 

月13日の米ドルの10%切下げにともない， 1米ドノv=

9.9ノレピーへと推移して現在にし、たっている。

ノレピ一平価の切下げにともなって，輸出ボーナス制

度（ExportBonus Scheme）も廃止された。この制度

:J ，工業製品の輸出振m渋と L マ·，• .CLープ政権時代の

1%9年に導入されたカ， ＇I!/hi•) _;!:.¥f, 工業資本に有利

に「i用 L，批判が高ま、ふ口、t:i,' ) ＇！＇ある。

平価切下げの直接（j(J影符it，こ j,ff.'j期の貿易収支の

弓r五ーに示される。すなわら，珪1ノ川又タンの喪失によ

ってその独占的な市場を失った商パキスタンの工業製

品は，新たな海外市場の開拓を迫まられたが，予備切

下げはパキスタン製品の輸出銃争力を高めることに瓦

献した。また一方で，輸入価格の上昇による輸入抑制

ゾi凱lきも強まり，疲弊LVごL、た［九ノリ；1 スタ γの対外収

支C）改善に一時期有効に作用 I.i C 
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（注5) 綿花取引は， 73年7月21臼にまず国有化案

が発表され， 10月11日になって最終的に閤有化が実施

された。

悶有化の決定にともない，同年10月24自に新たにパ

ヤスタン綿花輪出公社（Cotton Export Corporation 

of Pakistan）が設置され，綿花粉間業務主 手に担当

することになった。

(llニ6) 75年11月10日，プット一政権は， 12エーカ

-UTの縫務地もしくは25エーカー以下の非漉滋地の

小規模土地所有者に対して，地租，地方税などを免除

することを発表した。

（注7) プット一政権はさらに， 77｛手1月5Elにな

って，土地制度改革（補足〉を発表した。ぞれによる

と，歴史的な背景をもった地租徴収を廃止し，農業所

得税をもうてこれに代えること 0 25エーカー以下の濯

収地もしくは50エーカー以下のゴ1：准波地は， ffi業所得

科iヰ免除芳れること。また土地保有ltri-f,/C)I：限を，護

法u世IHOO工ーカーまで，非灘長正地：土2005ーーカーもし
くは8000PIUまで， それぞれ引下げられること， な

どが表明された（PIU= Produce Index Unitとは，
各土地の肥沃度を計るために作られた，単位当り土地

生産性指数のことである〉。

なお新聞報道によると， 72年の土地改革によって78

万7000工 カーの土地が奴用され，無償でVi農に分配

されたのまとこの改革によって影？？を受けた地主の数

日， 1897人にのぼった （Da官 11,Mar. 10, 1974）。

互接収政策の概要

1. 生産量部門の接収

(1) 10大産業の接収

1972年 1月2日，プット一政権は， 「1972年経済改革

命令」（EconomicReforms Order, 1972）にもとづき，

基幹産業（BasicIndustries）経営権の接収を行なった。

この姶慢はもともと，プット一政権の一連の経済機構改

革のなかの第1弾として発表されたものであり，大統領

命令第1号（PresidentialOrder No. 1 of 1972）にあた

るものであるが，それはパキスタンがかつて経験したこ

とのない大規模な接収措置であり，ブ、ツト一政権の基本

姿勢を反映するものとして注目されるものであった。

まず，接収の対象として指定された基幹産業とは，以

下の諸産業を指している。

1）鉄鋼業

2）基礎金属工業
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:,) ill機械工業

4) .,ri:電機工業

λ）自動車製造・組立て工業

時l トラクター製造・組－，＂：：亡工業

7）主主化学および基礎化学工業

8）石油化学工業

9）セメント工業

10）公益工業

a) 電気（発電・送電・配篭）

I ,1 ガス

仁） 石油構製

これ（，の諸産業に含まれる主要企業として，同年1月

2日にまず20企業，ついで16日に11企業，その後1企業

が迫加され，合計で32の企業がリスト・アップされ，そ

の経営権が接収された。これらの接収企業は，新設の機

関である BIM(Board of Industrial Management：産

業経営委員会〉の下に一元的に統轄され，運営されるこ

とになっ／こ。

第l去l主，この接収された｛1＞業の←品覧夫である。接収

企業の大部分は，それぞれの産業分野において主要な地

位を占めていた企業であり，さムにその多くが，いわゆ

る則l't］系の企業である。主要企業の接，lxi土‘新国家にお

ける厳密な生産計画の策定や，流通政策あるいは価格政

策を打ち立てるための必要な措置であると言えようが，

それ以上に，バキスタンにおいて長年問題となってきた

経済カ集中に関するプット一政権の姿勢を示すものとし

午、往けされるものである。

接収措置の基本現念として司政l{f'rt'l日i；主／）ぎのように
述4 、口、る（注1）。

a I i'Cf済開発および工業化U）｝.山Eを，広範囲に行きわ

たらせる。

b) 富と経済力の平等な分配を凶る。

c) 国家の経済的資源を，国民大衆の最大限の利益の

ために活用する。

cl) 生産手段の管理を， 人民政府（People’sGovern-

ment）の責任下に委ねる。

cl 小規模投資者の利益訂以＂壊する。

この上うに， 72年初頭の企業政収政策はまず，経済的

ユドi干の実現，具体的には経済力茸ミ中排除としう観点、から

導入されたものであり，富の（仏在や所得の不平等分配tこ

関する凶民の不満や批判IC:！，むえるものとして，実施され

たものであるということができょう。
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Lかしながら，この措還が経済力集中排除を目的とし

て実胞されたものとしても，それによって既存の財調グ

ループが等しく解体されたわけではなか。後述するよう

に，その影響の度合いはグループによって大きく異なり，

また全体としても主要財閥の影響カは削減されこそす

れ，いぜんとして大きく存続している。

また，接収対象となった10産業は基幹産業としてパキ

スタン工業の中核をなすものではあるが，主要産業のす

べてがそこに含まれているわけではない。たとえば，造

船， i包子工業，製紙，綿紡績，製糖，陸上i霊輪，海上運

輸（it2），鉱業，といった諸産業が残されている。また企

業接収にあたっては，外資の参加が行なわれてし、る企業

は，生命保険業を徐き接収の対象から除外された。

一方，接収溢れた個々の企業も，そのすべてが財閥系

の大企業ばかりではない。特定の資本系列に腐さない個

別企業が，いくつか含まれている。また企業規模の点で

も，払込み資本金額が2000万ノレピーを超える大企業が8

企業ある一方で， 500万ルピー以下のものが15企業ある。

さらに，上場・非上場という観点からみると，接収され

た:12企業のうち13企業が，カラチおよびラホールのいず

れの日証券取引所にも上場されていなし、企業であるc

また昔日f間iこ対する直接的な影響の皮frいも，後述す

る上うにグループによって異なってνる。たとえば，そ

の傘下企業を接収され大きな打撃を受けたグループに

は，サイゴーyレ，シェイク（注3），ヴァリカ，ファンスイ，

BECO，ガンダーラなどのグループがあり，一方で，影

響をほとんど受けなかったものとして，ダーウード，パ

乙ー／レ（注4），パワニー，フセインなどの有力グlレープが

ある。

主要産業の接収政策のなかでもとくに問題となるの

は，雇用労働背数，付加価値額および輪出額からみて，

パキスタン最大の産業である綿紡績工業が，いぜんとし

て民間資本の手中に残されている点であろう。綿紡績工

業についてはその後，既述のように，綿花輸出の国有化

および綿繰り工業の固有化が行なわれたが，紡績部門は

未接収のまま残された。主要財閥の多くは，繊維産業を

その経済基盤としており，その意味でこの産業の扱いが，

パキスタン工業の生産関係の基本方向を決定するメルク

マールと LC，注目されるものである。

(2) その他の生産部門の接収

72年1J1における10大産業の接収を皮切りに，プット

一政権は，生産・金融・流通の各分野にわたる按l反政策

を続行したが，このうち生産部門に関するものとしては，

4ラ
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第 li爽接収企業名一覧〔1972年）

一一一「ー 【川町一 一一一一一I弘五五質五寸…一一円
No. I 終収時の名称 ｜金需（l!)O万｜系列グループ名｜
I (1l ｜ル巳ーJ I (al I 
I I (2) I I 

1 ! Steel. Corporationぱ Pal王istanLtd., Ka-I 12.98 Fancy 
I racni I I 

:C I Hyesons Steel Mills Ltd., Karachi I 9.的 IHyesons 
3 I BECO Industries Ltd., Lahore 1 50.4持 BECO
4 I M. K. Foundry & Engineering Works I 8.42 I心handhara
I Ltd., Laho問｜
5 I It飴f明 Ltd.,Labore I 7.04 

民

リ

均

4
0
0

General Iron & Steel Works Ltd., Ka-
rachi 

Valika Steel Works Ltd・.Karachi 
Model Steel Mills Ltd., Lahore 

リ lKarimi Industries Ltd .. '.¥fowshera 
1け IArokey Chemicals Indu円triesLtd.,Kara-
chi 

1 l I Indus Chemical & Alkalis Ltd., Kara-
I chi 
12 I Valika Chemicals Industries Ltd., Kara-
I chi 
13(i)I Kohinoor Rayon Ltd., Lahore 
(ii)j Kohinoor Engineering Ltd. 
14(i)I United Chemicals, Lahore 
(ii): Insecticides (Pakistan) Ltd., Lahore 
15 I Ismail Cement Industries Ltd., Lahore 

16 I Valika Cement Ltd・.Karachi 
17 1 Pakistan Cement Industri肘 Ltd.. Rawa-
lp_indi 

18 1 Pakis旬nProgre出 i,・e（‘－＜：men! Industries 
I Ltd., Karachi 
19 I Ali Autos Ltd .. Karachi 
20 : Ghandhara Industries Ltd., Karachi 

ーーの
L
内

0

4

値
目
u

つ
】
つ
“
っ
“
。
白
つ
μ

Ghandhara Di回白lsLtd., Lasl〕ela
Haroon Industries L吋リ Karachi
}afar Industrial Corporation Ltd., Kara-
chi 
Kandawala Industries Ltd・.Karachi 
Rana Tractors and Equipment Ltd., La-
hore 

Wazir Ali Engineering Ltd., Karachi 

Pakistan FertiliヌerCo. Ltd., Karachi 
National Refinery Ltd., Karachi 
Karachi Gas Co., Ltd., Karachi 
島foltanElectric Supply Co. Ltd., Mul-
tan" 

Rawal.~_incli Elect口じ I～川町（り.， Rawal-
pind12> 
Muzaffargarh Electric Co., Muzaffargarh') 

G
u
n－
H
O
Q
d

ハけ

ヮ
“
ザ
旬
サ
】
ワ
ム
つ
d

:11 

32 

接収後の新名称

(4) 

Metropolitan Steel Corporation 
Ltd. 
Karachi Pipe弓 MillsLtd. 
Pakistan En巨ineeringCo. Ltd. 
Northern Foundry & Engi-
neering iN orks Ltd. 
Lahore Engineering & Foundry 
Ltd. 

7.00 I A. Abdullah*I Quality Steel Works Ltd. 

0.35 j Valika I People’s Steel Mills Ltd. 
1.90 I S. M. I Pioneer St日elMills Ltd. 
I Abdullah* I 

5.00 I Bodshah* I Nowshera Engineering Co. Ltd. 
9.42 1 Shaffi I Pakistan PVC Ltd. 

。
1
0
0
a
a降
b

o

o

n

O

0

1

0

8

0

0

5

5

？

0

5

4

0

1

1

0

7

0

5

5

0

2

 

1

＆

札

臥

n
R
4
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＆
4
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U
4
2
．

1

2

6

3

2

2

1

 

0.20 

0.001 
32.20 
28.B 
2.96 

I Kl yl,c 
Valika 

Sa』go!
Saigol 
Saigol 
Saigol 
Shaikh 

Valika 
, Shaikh 

I !Iar jrna 

I Wazir Ali 
! Chandhara 

Ghandhara 
Haroon 
Jaffar* 

Kandawala* 
Chinoy 

Wazir Ali 

Jaffar場
Amin 
Fancy 
Shaikh 

7.07 S B. II 
Khan* 

Simi Alkalis Ltd. 

Synthetic Chemicals Co. Ltd. 

Ravi Rayon Ltd. 
Ravi Engineering Ltd. 
Ittehad Chemicals Lahore 
Ittehad Pesticides Ltd., Lahore 
Gharibwal Cement Ltd. 

Javedan Cement Ltd. 
Mustekham Cement Ltd. 

National Cement Industries Ltd. 

Awami Autos Ltd. 
National Motors Ltd. 

Bela Engineers Ltd. 
Rep_ublic Motors L凶．
Trailer Development Corporation 
Ltd. 
Nava Daur Motors Ltd. 
I Millat Tractors Ltd. 

Sind Engineering Ltd. 

未改称
11 

II i名称に伺 L

H 

II 

（出所〉 Government of Pakistan, Ministry of Production, Reρort on the Government Regulated Ind，削 t-
ries, Jan. 1972-1'.1ar. 1973, n. d., p. 49および p.70のデータより作成。

（注） 1) 繁苦の調査による。なわ＊ r:p ft，通常の主要財閥グノレ］プに含まれなし、f同日I）の所有一族名である。
2) 天然資源省：i'H/o
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73年9月の食用油脂工業の接収， 74年1月の石油製品販

芯および海上運輸の接収 そしてお年り月の綿繰り・精

米・製紛工場の接収が挙げられる。

このうちまず食用植物油脂工業の国有化は， 73年9月

'.; r:l；こ発表され1 植物性キー（Ghee二食用油）の生産に

従事する26{t業ポ接収され之。ギーは，パキスヲン入の

食生活に不可欠の商品で，これまでも，その価格変動が

もたらす社会不安が問題とされていたものである。接収

工l詩のうち14工場はパン／、ャーブに，残り121主スインド

に存在し，その管理・運営はそれぞれの州政府に委ねられ

たtl5）。運’はは新たに制定された「1973年硬化舷物油

工業＜統制・開発＞法」（HydrogenatedVegetalル Oil

Industry <Control and Development) Act, 1973）に，

準ピることになった。

なお，同「ヰ業の固有｛ヒによって， i域内の主必ifi:.lit!J企業

であるラングーンワーラー・クゃループ系の，パーマ製油

(Burma Oil Mills）とアソιェイチッド産業（Associated
lndustri田）の2社も，接収された。

一方， 74年1月1日には，後述する銀行国有化と同時

lム 「石油製爪販売＜連邦統制＞令J(The Marketing 

of Petroleum Products (Federal Control) Orclin担 ce,

1974），および「パキスタン海上船舶く規制・統制＞令」

(The Pakistan Maritime Shipping -Regulation and 

仁ontrolーOrdinance,1974）が，布告された。すなわち，

前者によってパキスタン政府は，外資系を除~，石油製

品の販売に関係するすべての企業の経営および株式を接

収L，また後者によって、海上船舶業に関するすべての

企業の経営および株式を接収するミとになった。

これらの国有化措置が個々の財閥グループ。に与えた影

響をみると、まず石油関係では，ダーウ－ f.ゲループは

その傘下にあったグーウード石油（DawoodPetroleum 

Ltd.）を，アミーン系は同じくパキスタン・ナショナル

ーイ1出（PakistanNational Oils Ltd.）を，サイゴール系は

コl二ヌ－，レ石油（KohinoorOil Mills）を，ハビーブ系は

ハビーブ石油（HabibOil Mills）を，それぞれ接収され

ることにたった（注6）。

また海運の国有化tこよ－，て，JJ!l;｛＋のi辺氏船舶公社（Na-

tional Shipping Corporation）と民間の9社が接収され

どっこのろら後者の9海運会社J土，新設の〆キスタン船

舶公社（Paki目tanShir甲ingCorporation）に集約された。

このなかには， パシーyレ系のクレセント海運（Crescent

Shipping Co.）およびヴァソカ系のそハマヂィー商船

山IohammadiSteamship Co・）が含まれてνる［注7）。

研究ノートム~『ー←～

0 A方，プット一政憾の固有化政策はその後しばらく鳴

りをひそめていたが， 76年7月になって，；1',l,産物加工工

業の接収が発表された。すなわち問年7月17日，綿繰り

(co抗onginning），精米（paddy-husking）および製粉

(flour milling）の諸工場の国宥化が実施され，全国でがJ

2000を数える群小の関連施設が接収された。按i況にあた

っては，外関入所有の工場が除外されること，また接収

工場の補償が6カ月以内に行なわれることが表明され

と（注射。

接収とともに，綿繰り工業は綿花取引公社（Cotton

Trading Corporation）の，精米工業は新設の外l31Jの精米公

社（Ri回 MillingCorporation）の，そして製粉ヱ業は外！

日I］の製粉公社（WheatFlour Milling Corporation）の管

轄下に，それぞれ移符された。これらの農産物加工工業

部門の生産額は，年初140億ルビーという多額に達して

おり，このためその管理・運営・開発を統轄する機関と

して，新たに農事特理省（Ministryof Agrarian Mana-

gement）が設置された。

接収の目的としてブッ卜一政権は，これらの農産物の

退蔵， filii路操作，不正流通を防i上し，とくに中間業者の

介入を排除するためと述べているが，同時に，今回の接

収は工業部門における新たな国有化（nationalization）措

置ではなく，農業部門における合理化（rationalization)

措震であると強調し相つぐ産業国有化に対する経済界

の不信と不安の緩和に努めた。

2. 金融部門の接収

主要生産部門の接収につづし、てプット一政権は，金融

部門の国有化を実施した。金融部門の国有化には， 1972

年3月の生命保険業と， 1974年l月の銀行業の接収があ

る。

まず， 72年3月19r:l，大統領命令第10号（Presidential

Order No目 10of 1972）にあたる「1972年生命保険く悶

有化＞命令J(Life Insur姐 CじくNationalization)Order, 

1972）にもとづいて，国内の生命保険事業の凶有化が実

施された。具体的には，当該時点において園内に存在し

ていた，外資系H土を含む43の保倹企業が接収された。
これらの接収企業のうち， 12社は！日東パキスタンにむ

在していたものであり，したがって実質的には残余の31

社が接収の対象とされた。国{T｛じされた保険企業は，同

年11月1日！こ新設された国立生命保険公干上（S包teLife 

Insurance Corporation）の下に，集約されることになっ

fこ。

この路一度によっ C，政府の管轄下に移行されることに
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錦2遅疑似ギJ化銀行 ’覧（1974年〉
A 政.1／.「系銀行

The State Bank of Pakistan 
The Industrial Development Bank of Pakistan 
The Agricultural Development Bank of Pakistan 
The Punjab Provincial Cooperative Bank 

B 民川山中銀行

｜資本糸列｜ 再編後の名称
（グループ名）

Bank of Bahawalpur 
National Bank of Pakistan 
Habib Bank (Ov巴rseas)
Standard Bank 
IIabib Bank 

6 I Commerce B,mk 
7 I Unite.d Bank 
8 I Premier Bank 
9 I Muslim Commercial Bank 
10 I Pak Bank 

11 , Sarhad Bank 
12 I Lahore Commercial Bank 
13 I Australasia Bank 
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（出戸〕 Governrnぞnt.of Pal<istan, Pakistan Econo111ic Sun・ey 1973/74, p. 65. 

（注） 1）寒者の；1'.I授による。 2) National Bank of I泡kistanの代表取締役には M.A. Rangoonwalaが就任

しているが，政府出資は25%あり，かなちずしもグループ系銀行とは設えなL、。 3）特定系列不明。

なった肢収資産は11)億6000万ルビー，その契約保検証主

数は約四万件にのぼった。もっとも，接収資産はかならず

しも額面どおりの大きさを持ったものではない。たとえ

ば，大手保険であノ〕イースタ乙・ブ LデラノL保険（Eastern

Federal Insurance）の場合，その債務の大部分が商ノ占今

スタンにある一方で，有形資産の大部分は策バキスクン

に存在していた。

生命保険事業の国有化も，上述の10大産業の接収ある

いは後述する銀行業の固有化と同じく，ブット一政権の

経済力集ti排除政策の一環として，実施与れたものとあ

る。固有化実施の政i出について政府は，つぎのように述

べている。

「生命保険の私的所有は，独占の育成と；支の集中をも

たらしてきた。大衆の零細貯苔は，少数の産業クツレープ

の富の形成に利用されてきた。生命保険業務に対する従

来の凱iW'.0改正は，突を結ばなかった。夜、的所有剰の lー

では，契約者の諸行｛千lj;j:十分保護されてこたかった i

（注9）と。

保険乾における集中は，銀行；ょにおけど｝ほど進行L<. 
はいたか.，たが，いくつかの財閥系の企、主が大きなJ ., 

アを占めている点では，類似のパターンを示しているc

接収直前の時点におU、ては， ド要財閥系の14上で国内の

全保険企業の資産総領の49%が占められて，，、たが，この

48 

シェアは，外資系保険企業を除いた場合には76%に遣し

ていた（注10）。

生命保険はパキスタンにあっては，政府証券および郵

便貯該証券への投資と同じく税制上の優遇措置を与えら

れており，貯蓄手段としてはとくに都市部の中間所得階

層のあヤだに普及してきた。生命保険事業の固有化は，

集中排徐政策としての意味を持っととホに，動員された

大衆資金を，開発計画の新たな資金源として国家が一手

に利用しうる可能性をもたらしたことになる。

一方，この72年3月の生命保検の国有化につづき，プ

ット一政権は問年5月19日に，銀行業の改革に着手した。

この時点では，相つぐ固有化措置に対する産業界からの

強い抵抗が予想されたため，［司有化宣言は行なわれず，

市中銀行の行動規制という形で改革案が提示された。そ

の内容は，市中銀行（ScheduledBanks＝指定銀行）に対

するけI失銀行（StateBank of Pakistan）の統制を強化

し会灘政策の実施を容易tとするとともに，同系資本の

大企業を中心としたこれまでの貸付の偏向が，経済力集

中を助長した要閃の一つであったとの認識に立って，貸

付け先や貸付け条件を監視することがif（視されたi/±11）。

しかし，これらの規制令は結局，その後に行なわれた

銀行同有化への過渡的措置止なった。すなわち， 72年5

月に改革案が！日された時点ては：国有化宣言は控えられた



Ⅲ　企業接収の実態
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が，その後，銀行が経済カ集中の元凶であり，その国有

fヒポ必要であるとする戸》t強まり，ブ、ツト一政権は国民

の重要求に応えるという形で， 74年1月1日に銀行固有化

に踏み切った。

この，「1974年銀行く国有化＞令」（TheBanks <Na-

tionalization) Ordinance, 1974）によって，当該時点で

国内に存在していた25行のうち，政府系4行と民間系13

行方主固有fヒされた。とくに後者β，「74年銀行合併計額j
!The BankぉAmalgamationScheme, 1974）にもとづν、

て，同年6月30日に5行に再編成された。

官＼2表t土司とれら同有化され？と銀行と，再編後の状況

を示してし、ろのとれらの[;kl有化銀行のために，新たに銀

行業務評議会（BankingCouncil）が設置され，政府に対

一1－る政策の勧告および芥銀行の財務・機能に関する監督

が行なわれることにたずJた。なお外資系の8fiは，例外

措慢として国有化の対象から除外された（注12）。

銀行および保険のl斗：千jイ七によって，主要資本グループ

は‘その：全融耐におtrる支配カを大きく失うことになっ

たロこれらの金融機関は長いあいだ，特定グノレ｝フ。の機

関銀行（FamilyBank）をして機能してきたのであり，

低金利で動員された大衆資金は財閥系企業への敵資や債

券投資に充当され，グルーフaの資金調達の役割を果たす

というメカニズムが，確立されてきた。後述するように，

今日の接収J昔前によって止要財閥の影響力は削減された

が，なかでも金融分野において大きな地位を占めていた

ハピーブ，サイゴール，アダムジー，ファンシィの各グ

ループでい，その影特はとくに大きかった。

銀行および保険の国有化案は，アユーブ・カーン政権

時代から折りにふれて取り上げられてきたものであり，

ある意味ではその実施は時間のrJJ題でもあった。したが

ぺてプット一政権に上る銀行保険の間有化社，既述の生

産企業の接収ほどドラスティックなものではないと言え

るη しかLこの措置仁よって新政権は，特定グループへ

の経済力集中化に歯どめをかけるとともに，より計画的

な国民経済の運営にむけて，大衆資金の動員を一手に獣

保することになったと三えよう。

（注 I) Covernment of Pakistan, Pakistan Eco 

11omic Survey 1971-72, p. 12. 

（注2〕 泌運業L, ffη述すんよ、に， 1974"i1刃仁

,,:1有化！：

（注3) シェイク・グノレープは，その統帥であるナ只

イール・ A・シヱイク（NaseerA Shaikh）の~から

こう呼lJ! ・.之が，同lげに，イスマイル (Ismail）あるし・

研究ノート

はコ世ニー（Colony）グループとも呼ばれる。

(d 4) パ？ーノν ・グループは，そ山傘下企業の－，

- !Jにイスラーム教の象徴である三日月を使用してい

るところから，グレセント（Crescent）グループとも呼

tl'J.lる。

(El: 5〕 国有化された食用油脂工業の管理，運営は

当初，各州政府に委ねられたが， 76年5月29日に改め

て中央政府の管，p:,liトに移管された。

（注6) 石油販売産業の闘有化にあたっては，外資

系のパキスタン・パーマ・シェル石油（PakistanBurma 

Shell Oil，外資49%）と，エッソ・イ スタン・カノι

テ γ クス石油（Ei弓soEastern Cultex Oil，外資100%)

の2社は，除外された。

( lL 7 ) National ShippinιCorporationと新，E＞：の

Pakistan Shipping Corporation は， ジア・ウノレ・ノ、

ック（Zia-ul-Haq）箪事政権成立後の1978年1月に合併

され／：。

（註8〕 76{! 7 )Jに行なわれた重量産物加工工業部門

の間有化は，その後徐々に解除された。すなわち，同

年llHに小規校結米工場が！円所有者に;g理されたのを

皮切りに，政停の国有イヒ解除方針が打ち1:1¥され，翌77

年5月にはさらに多くの接収施設が返還された。結

局，絞終的には， 77年7月のジア現軍事政権成立のあ

と例年9月111から 9月241iまでの剤に，全綿繰り，

精米，望退粉工場が民間に返還され，現在にいたってい

る。

（社 9) Pakistan Times, Mar. 20, 1972. 

（注10) 金融部門における，国有化前の集中状況に

ついては，既出の拙稿「パキスタンにおける資本の集

中と支配Jおよ cfWhite, L. J., Industrial Conαnt-

ration and Economic Power in Pakistanを参照さ

れたい。

(/lll) 72斗5JIの銀:jj制度改革の主日につい

は， M ・ハッサン（MubashirHa田an）蔵相の iiii,'iil 

(Pakistan Times, May 21, 1972）を，参照されたい。

(/i:12) 銀行R{J化の時点では，同時に，外資系銀

行の新設も禁 1f－.ーされたが， シア現軍事政ぼーになって，

77年12月13日に禁止令は解除された。

ill 企業接収の実態

1. 接収の範阻と補償

(1）接収の範囲

パキスタンにおし、てはブ＼ット一政権登場までは，国有
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fじの zt ＇~と i品工とされどc 時業i1, きわめて，J、総問に限定

主れてきた。

1948年に硲去された産業政策／nJ月（；＇： 1によれば，同家

による所有と経営の対魚とされたものは， 11日！史， i毛｛戸電

話，放送と L、〆、た通信関係争；：殺と，鉄道，航＇！，＜；などの述

f命事業，および主要世主Cた JK力発。t，鉄道主主的.;i(i 
iJ探製造，そして師、fプjエネルごTー開発とい－，た特定の

産業部門に［＼民られてし、た。

バキスタ々の：r.：装化過位にあっては， !kl京在日l"Jの役；VJ
は， 19.SO{f.fにの有Jl頃にi1,'L主J.liこI汁D仁（PakistanIn-

clustrial n相官lopmentCorporation パキ三タン政業開
発公社）<le 2 ，の機能にみられるように，多分に［UJ接IJ'Jfl 

F段をと／て行なわれてきfニ。すなわち l'fDC、は，同家

資金を投「してみ極の！：業企業を設立し，その企業の主E

I主を担：＇； L, j室’？：が軌道に乗った段階でその株式全公開

L，企業を民間！に払 Flf込とL、ったiぜ；ljljを，t:,ね「》れてい
Jン.
／ーの

この開発方式は，資本晶子点が少t[< , rtli主F'E業の未発
達な独立初期（｝）バキ正タンにあ yては，持］初投資の危険

E同家方通負担L，多1茶な産業分目1fk:.l(I日H安資を誘致する

上で，大きな成果をあげたと百える η まよ二、ドIDCf,・'t 

の払下げと，それにつ〆jく税制ic1) f,!1/: i退治rr..ケト伎の俊
光；1;1]当て，／J；（付fl・の供給，融資促’:i'1二J支i+r指導、 ・" ，，に

は保護関税お主びポ一寸ス；t1J1立にみられる L~t製品の翰

/11入における保議・！憂遇政策l土，ぃ fhも、 IJi!il＇］の氏 fム
(i1tr産業資十三円TTIJk;>J主化そ1-Ttc:, J.で＇ h＼彬（（Jt主役；If！］合

果たすものヴあった。

しかしその過程で，よく知られてし、るように， ff力l(

rUF資本と政府どの悲主主が際日止され，かれら全特待；1W:s.ゲ

ループ。に育成する結果を招＂＂，経済力集中化傾向を助長

させ口、った。このような事実経過は‘ 1969年における

アユーブ政権か九ヤヒア政権への交脊，そして］972年 1

Jjのブ、ゾト一政権の手による基幹産業の接収という，

速の政治・経i斉過程の重要な背長どな ，tニペ Lfこえ｝、； JJて

ブサト一政院による同有化政策i士、パキス？ンにおいて

は前例のない国家の直後介入婿置ではあるが，それは長

年にわたリ政治・経済問題であったれ済力Jt.;<11の問題に，

J 〕乙川1t着士，),tるものであるとともに，経済開発にts

L「る政1('.fとl(fllJとの役；I，＇.！］ぇrm：こ司 Y!rし也、 }j[;',Jをfj{小し／こ
ものこしごi1. rJ ；されるものであるc

しかしながら， アット一政権の母体である PPl》は，

従来，そ山選挙綱領のなかで基幹産業の凶有化計1il:iiIi:};-_ 

｜円L，具体的な産主ず1を指示してきた。 ＇；＇［日iのliiJ台1じl上，

ラ口

i公約jの実胞ということができる。 pq有化政策は，か

ならFしも経済活動に対する全面的な国家介入ではな
く，接収の範阪と対象が限定され，かつ多分に選択的な

傾向が見られることが樹立主,Jd.iばならなャ。

1972年 l)jに接収が尖抱された10大産業r.t,r死述の上

うに，鉄鍛，基礎金属，重機械， m：電気， i'I動Iト， トう
ケター，｝玄化学，イi油化学，セメント，電気・ガスイは！！

精製の10極である。こflらのjl[,:；業カ

lllJを形I，見す4己も（｝）て、ゐと主ことi主，論をまたなL、。しかし

ールで‘ J創立主れなかった4主要産業が，いくつか｛－（（＼てす

る。たとえば，工作機械，温子し業、一部の軍需工業，

造船，製品氏製糖， iみ綴，鉄道を除く陸上輸送，海j)Ml/¥c3 / 

各種鉱業などである。も η ともこのうち，工作機械工業

と造船は，二れまで公企業の形態でのみ存在しとおり，

事実上の同家部門の＇ i郊となヮてきた。主／こ’＇:UT工業に

/J＇，、：：－ it, tま収すべき！恥没が現実にtバi：し亡いないn し
かし ・）郊の軍需工業［こっ」、ては，生産に従＇） fl口、るi.

唆：企業のうら Jをi以された企業と段収主れない企業とが
みられる，，u）。

J左収政V.：に問Lて企〈に注LIさiL－・＿；；のは，l!正述の仁うに，
繊維産業の｝＆，、である。なかでも， lff＇丹i労働荷数司生iit

'h!i，付加価値綴，！翁出額などのi，＇，~にお，，，てノ、キスタン長

大のrft業三ある綿紡絞i；菜－i!.5；が，レぜんとしてLtll'.J資

本の手iドに残されており，｜母民主主流における民間資本部

門のウヱ fトが，ひきつ.）き大きいとヤう点であるc こ

のことはとくに，経済J-JU¥r[i土の関係でみるとき，代11:J

の［喫グループに，し、ぜんEして大きな］業資産が浅さ

れたことを意味する。

Jま収nilの1960年代末のデータでは， パキスタンのごl要

民間資本が所有する工業資産の業種目！J構成l土、ジュート

紡絞を除いた場合，綿・羊毛紡績が全体の35%，事：l＇＃苦が

同じく 13%，製紙が5%を、それそれ占めているt注 6）。

このように，プット一政権の企業接収政策では，その対

象から，民間資本の野j要な基盤である繊維産業，製糖，製

紙の諸！：業が除外されておれ，その怠味で接収政策の実

体は，経済力集中排除と tぜ、う本来の11白りからは，かなり

隔た－－,-c，， 、る。 Lかし72骨牟のf主収政策によ J ' Vご， :JJ;

に；J, ；白本H才一ιiミ11¥U[II門l土悶家1i¥t1Pc←下に， そLてill'l*iぐ財＇I,

1>Umr1Jは氏n:1終日，，.に、 EI, 、うX1rt二反体；l,IJが，；立定:--Cliた？

とL、うことヵ：できるであろう。

(21 祁i f賞

寸i, /;-[ri］の企業接i院が，経’日権の抜11iか，経営と所

作の双方にわたる接収かにつk、て九初，若干不明確な点
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宅－r,n年 1/ J (1) i：要時業の接収の段階では，接収企業
び）料公怖のみが政府に移行し，株式の所；ff関係はそのま

主併出されたp 各企業の取締役会（Boardof Directors) 

はlだ止さJ.t,Itわ.，て政府の／l1令する常務執行取締役会

(f¥fonc1gin日 Director）が派遣され哩運営に、ヲたることに

た＇ ／，こわ政l(fi壬！，行，こえるこれ「〉新役員の大部分は官 i死{r:

GパI政府関係険問の役引にあ，たr;ーで‘ パr干スグンでは数
少ないが、経営問題に関する専門教育と経験をfitんだri・

fこちである。カ •h(, (T），人i笠はとくに， PJDC', PICIC 

!Pakistan lnrlustrial （ごredit& Investment Corporation: 

ベキぇケン工業i,:rt1ね訂会干｜工 IDBP(Tndustrial De-

、clりpmcntBank 仰fIヲζl
ii）、＂＼＞VAPDA(¥Vakr and Power D引 elopmentJ¥u 

thority：水資／n「..a:i:力問写モ公11-J，お上1 う，lT(Natio口：I 

T 1り lmcntTruメt I与l民投資！己託ts.どのT 、i竺＇r
か「〉行穴Eわれて，，.，ア》引

I 

三の上ろに， 72午 l月の企業竣収it，そのIf寺山、におν

r：士服符には同行fじではなく国営化EI呼Ifれろべきであ

《よ｝？ すなわt;j剖・z｛，，寺そのU＼資千千は， 十t] とLーとの諸権
利害三保証ぎわ『 政：m下命の守左手写Wth'lFz締役じり下で電 企業
運引につい－~ 1，引きつ，－；ぎ‘むの役'/fl]t，：実Hi'tりに委ねら
れ允♂）で lふら〔

このため、 Ji~Llx,i"l'c♂，；，己去な国{T／ヒをユktうるrl，が強ま

i) • "/ •＇／ト一政桟 it翌n，干gJJ 1 nになって，既述の
「72司終済改本イ.l引際！とす引73年経済改革く修正＞／，7J

(Ee。nぞ，micReform凶＜Amendment)Ordinance, 197") 
を発支し司接収企業のJ;:.b,1；の取得方針をHち出したt佐 7,0

Fなわち三の修正令に上〉て政府は，接収された企業の

限式または所有：：係わる諸情益（ProprietaryInterests) 

を取得する搾限をl子え「、れた。このため， 9月 1IIより

90日間にわたり‘按収企業のt1，式取引の停』ー‘措置がど人

7,1,る二1：にな－：：，，ピ。

なお3 外出資本：がすて寸こ所有、 i¥E＇はまたは仔理して L、

3企業の株式持ち分（土，取得の対iiiか人除外され，さら

に，月rJ途告示されとl額以下の小額投資者の株式持ち分も，

研究ノート

結局，修正令発表後90日目の73年11月初日になって，

妓収企業のうち上場会社である18企業の株式の過半数

と，残りの非上場企業の株式の全部が政府によって取得

さhtこ（/19¥

ところで，企業接収における補償の問題にっし、ても，

この73年の修正令は初めて，明確な基準を提示している。

裕償問題ば，企業接収を受けた民間資本にとサて，残さ

れた大きな関心・)1:の一つである。 72年 1月の国営化の段

陪では、解任される接~又介業の役員お上び経常代理人に

は，何らの補償が行なわれず，ただその株式保有の権利

のみが認められるといちものであった。その後2年！U:く

の時がたち， 73年11月になって株式接収も行なわれるこ

とになったわけであるが，プット一政権は民間資本との

対決を避け， 定の基準にもとづし、て補償を行なう方針

を表明Lたのである。その慨要は，つぎのようである

1) 企業の保有株式の全部もしくは一部が，政府によ

って取得される場f.tには，以下の価額を基準として

補償が行なわれる。

a. 、＇1核企業の株式が上場されていなし、場合は．「l

株主1~ たりの正味資産額j (Break up Value) 

h. 株式が上場されている場介は，上記のーー株当た

り｝Fl法資応答iか，その株式の市場価格（M，叫et

Value）の，いずれか少額の方。

2) 企業の所有権花（ProprietaryInterests）が，政府

によ J 》て取得される場合。

a. 、日空企業が生産開始後5if末j誌の場合は， その
111；味資産額j(Net Worth Val日付討11l。

h. 企業が生産開始後5年以上を経過している場合

は，所有権益の：1E味資産領が，「期間価額J(Times 

Value）（世 12）のいずれか少額の方。

:3) Ui己の基準にしたがって補償は，現金または公定

歩台より 1%増の手！J付政府興業依で，行なわれる。

この債券は， l府が随意に買戻すことができるが，

渓波Lたり，担保に入れることはできない。

除外 2れらことが卜J~j 二れに。主た同修正：？では，政府 iニぷの補償条項は，翌1974年 3月7口になって長官修

／・唱 で〈川リifr j, I_ ~ : t /;' J11'十；J企業のt支出械の；SI円台iソ、｜： 1L －~れ， f蔀償綴算定の1正午ーとして「 I 株主たり資産額J

1-::N{1十己j払：；－: : : t、政府f,t'1'1 よ｝；：仕立の組織を変史L, が撤[-'11C< h, f ,HJ揚価官¥'ijに統－ 主れる二とにな J P た

ある＼ , I 土政府J}i 有全たは11:HHずる公約に ·~1を企業の経常 ,1n:1，のこの修正措世によって，裕償綴は全体と Lて33%

を委げするとぞができる， E規定されf三：品日）ハこの規定 のI巨大となると推定されている怪14)0 とくに企業によっ

;t, /03主ナふように， 741.1l JJ におけるj創立企業の再似 ては，その f1 株＇＇1たり資産額iがほとんどゼロに近い

I；比へとつなカaるものである。 か、あるいは「市場価額jに比Jミ；符しく低いものがあり

ラI
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（注15），したがってこの修正案は，民間資本に対するブッ ードの資料（注20）に依拠している。それは，純資灘額（Net

ト一政権のいわば政治的配慮とみることができる。 Assets）を基準にしており，また表に示されている各グ

なお政府発表によると，1976年：12月末現在で， BIMに ループの純資産額には製造業のみでなく，銀行，保険お

提出された権flj証券は，総紛で］億2710万ルピーであり， よびその他の非製造業一部門のそれも含まれている（注21）。

そのうち l億360万Jレピー相当の債券が補償金として支 またこの表では，東西ノfキスタン分裂後に商に残された

払われた（注16）。また，接収された植物油産業には総額で 資産のみを扱っており，したがってイスノ心、ーニー・グ

6290万ルピーが，燃料・憶力産業には2000万ノレピーが， ループのように，東の独立によ－，てその資産のすぺてを

また銀行関係では4億2000万／レピーが，それぞれ支払わ 失ったグル－：f／土、記載されていない性22）。しかしこの

れた｛注17,0 表には，有力なグループを含む30近くの個別資本に隠し

2. 民間資本グループとの関係 て，接収の直後的な影響を示す兵体的な数値が挙げられ

これまで述べてきたように，一連の企業接収政策が， ており，プットー政権下の接収政策にもとづく主婆民間

第一義的には経済力集Lil排除を指向したものであること 資本の資産規模の変化につい亡，その概要を知ることが

は，明んかである。しかしながら，政策の実胞によって できる。

財閥の解体がすすめられたかというと，実態はかならず 表によると，製造業部門で最も大きな資産接収を受け

しも当初の目的に沿って展開してはいない，と脅える。 たのはサイゴール・グループ。で，その額は約3億ルピー

このことはとくに，工業生産部門において妥当する。 に達している。これについで，ロロニー， BECO，ヴア

たしかに金融部門においては，ほぼ全面一1't'Jな国有化政 リカ，アミーンなどのグルーフιが大きく資産接収を受け

策によって，財閥系企業はその重要な基盤を失－，た。溜 亡しる。なかでも，機械製作工業に特化していたBECO

有化措置によって影響を受けた上位グループ。は，ハピー グループ。は，同産業の国有化宣言によって全資産が接収

ブ，サイゴール，アーダムジー，ファンスイなどである された。この一方で，ダーワード，パシール，ホーティ

が，なかでも‘もとも E金融分野において大ぎな地位を ー，ブセイン，パワー二ーの各グル－：1＂では，製造業部門

占めてL、たハピーブ・グループは，接収治医に上ってグ における資産妓収が皆無である等，グループによる影響

Jレーフνの総資産の70%を失うことになった1iJ.l8;0 の度合いが著しく異なるのがみられるの

しかしながら， 72年初頭の生産企業の接収状況をみる 一方，接収の影響を製造業にかぎらず，非製造業およ

と，直接的な影響の度合いがグルーフ。によりて著しく異 び銀行・保険業をも含めてみると，つぎのようになるo

なることが注｜｜される（第 1表参照〉。たとえば，その有 すなわち，これら 3部門にわたる接収額合計では，サイ

カ傘下企業を接収されたグルーフ。には，サイコふール，シ ゴール・グループのそれが最大であり，これにコロニー，

ェイク，ヴァリカ，ファンシィ， BECO，ガンダーラ， ハビーブ，ヴアリカ，アミーン，ファンスィの各クソレ｝

アシン，ハイソン，ハノレーンなどがあるが，一方で，系 プがつづいている。各グループの接収額を，接収前の資

列企業の接収をほとんど授けなかったダーウッド，パ、ン 産総額に対する割合としてみると， まずファンスィ， B

－，レ，パワ二一，フセインなどの有力グループがある ECO，ラングーンマーラーの日グルーフ。の場合100%と

（注19）。 なる。これに，東ノミキスタンの独立によってその全資産

個別資本グループに対する企業接収の影響は，既述の を失ったイスノfハーニー， A・K・カーン，パーワのグ

73年9月の食用油脂工業の悶有化および， 74年1月の石 ／レーフ。を加えると，グルーフ。によっては，東西ノξキスタ

油製&I，販売ど海上船舶の凶有化によって．一層拡大され シの分裂およびプット一政権の接収政策によって，壊滅

た。すなわら、食用油院の分野ではとくにうLグーンワ 的打撃を受けることになったものが数多く存在すること

ラー・グ！l--fが，石油製品の分野ではダーウード，ア がわかる。

シーン，サイゴールの各クツレープか，そして海運の分野 しかしこの一方で，ノ、ビープ，サイゴール，ガンダー

ではパシール，ヴァリカのグループ。が，それぞれ影響を ラ，ヴアリカの各グループの接収割合はいずれも60%台

受りているの であり，またコロニーの場合は46%，アーダムジーは；；o

これム一連の企業接収指慢の結果，個々のグルーフ。の %，そしてダーウードは13%と，低率である。

資産規模にどのような変化が生じたかについて，第3表 さらにこの表によれば，グーウードとハイソンの場命，

が一つの推計を提示している。この表は， A・アムジャ 接収実施後にグルーフ。の資産額が増加しているのがみら

52 
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れる。これは前者の場合， 1971年に建設が着手されたダ

ーウード・ハーキュリーズ化学肥料工場（DawoodHer-

cules Fertilizer Plant, Sheikhpur）の加算によるもので

あり，後者の場合法1974年ド完成したハイソン製結工場

(Hyesons Su日arMills）を，合算したためである池23)0

このように一連の企業接収は，本来，集中の排除を目

的として実施されたわけであるが，グループによってそ

の受けた影響に大きな差異があるばかりでなi，とくに

i一要と目されるグループ。のなかには影響の度i円、の著し

81. 7 
19.8 
25.8 

83.5 
22.1 
69.3 
56.l 
42.1 

54.:-1 
52.:-l 
50.1 
49.9 
48.8 

46.。
- I 一一 45.り
31.8 I 90.9 i 3.2 
21.5 I 100‘0 I 

Pakistan, Lahore, Univ. of 

く小さU、ものがあり，集中排除の目的とは矛盾するもの

があると言える。

3. 閤有化企業の再編と PIDCの解体

~述のように， 72年 1 月の大産業の接収声明にもとぺ

き，主要生産企業が接収されたが，これらの接収企業の

取締役会および経営代理人はただちに解任され，政府が

任命する新業務執行取締役会が運営の任に当ることにな

った。とれらの新経営陣の入選は，既述のように銃存の

公企業のあるもの，左くに PIDC，ドICIC,NIT, IDBI', 

ラ3
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第4褒固有企業管理公社一覧（1974)

立；社（Corporation）名

化学・窯業公社（FederalChemical & Ceramics Corporation) 
連邦軽機械工業公社（FederalLigh! Engineering Corporation) 
国立デ＂ （ン・産業 ・l' -(Iィス乙辻（NationalDesign & Industrial Services Corp.) 
バキ〆タン！～む肥料公社（NationalFertilizer Corporation口fPakistan) 
パキメタン自動 lド公社（PakistanAutomobile Corporation) 

6. Iパキス F ン産業開発公社（Pak[stanIndustri'.11 Development Corporation) 
7. Iパキスタン幻鋼土、スJ:(Paki只tanSteel Mills Corporation) 
s. I パキノ、タン国山一F メン ぶ社（StateCement Corporation of Rakistan) 
9. I国立記機械・工「i機械伝法（StateHeavy Engineering & Machine Tool Corp.) 
10. I問 iJ：精油・石油化学公社（S凶tePetroleum Refining & Petrochemical Corp.) 

2
9
7
1
7
1
H
5
1
 

噌
E
A

噌
E
ム

（出戸Ii) Government of Pa＼.互いtan,Board of Indu日trialManagement, Stat,・ Enterj,rise Performance Report 

(Sept. 1974ん工り作成。

WAPDA，などの機関から行なわれた。

72年7)i；こなって政府は，新たに f工業開発＜連絡統

制＞法」（Developmentof Industries (Federal Control) 

Act）を制定し，同法にもとづき， BIM(Boar正lof Indu符． 

trial孔"lanagement: ！庁こ業経営·~一 l-1会〕な乙菊；1幾凋をド

立し，接収企業の新経営陣の民腎を行なり持阪を与え

た。 BIMは，最高資任者である長官（chairman）と日午i

注24〕の委f])pら構1Nされ，初代片山にはラヒーム生産大

臣（J.A. Rahim, ¥!inister of Production）が，また／1¥lj

長官には，カイザノレ首相特別補佐官（FerozeKaiser, 

Special A出istantto the Prime Minister）が就任L／二

注25¥

しかし，接収企業の増加にともなう国有・悶営部門の

拡大，そして工業生：Jtlこ占めるその比重のt皆大という与：'j';

態の変イヒに対応するため，プット一政権は74年1月にな

って， BIMの機能を拡大・獲備し，その管轄下に既存

および新設の国営・公営企業を集約させる体制をと勺たu

そして生産の合理化と管理・運党の効率化のため，＇！＇.：合、

業を産業別に10公社に再編成した（第4'!l受参照〉。72年1

月に接収された企業のうち，ガスおよび電力を除く28企

業も，この新設の10公往のいずれがに，その製品の関述

度に応じて分類・配属された。

この74年1月の，国有・国営企業の再編政策にあたっ

て注目される一つの点；土， P!IX: （パキスタン産業開花

公社）の扱いである。

PIDCは， 50年代および60年代を通じ，パキスタンの

重化学工業化推進の中核的役割を果たしてきたが，その

一方で民間資本との主主着が問題Eされてきた往26）。 1952

年に設立されたこの機関は，工業化推進のために多様な

分野tこIJcJ家資本を直接投下し工業企業を波立し，その運

営をf〔1'''1L，やがて株式の公l掃を通じて；没立企業を順次

ラ4

民間に払下げる，という機能を委ねられていた。

当初J,PIDCが関与した投資対象工業は，ジュート紡

績，製，紙，重i：業，造船， E重化学，化挙肥料の各分野に

限定されていたが，パキスタン経済の開発にともない次

第に拡大され、 i¥i!k糖，セメント，天然ガス凋発，製薬，

不iiiI化学などの諸ヱ業も対象とされるようになノ／亡。ま

た，目DCの資金源である政府財政支出も年々増大し，

4fH}; <' > 5カ年開発，；ト函に討i二される政府部門の工業開発

支，＇I＼の， 80～90%を占めるにいたっfと。

日大化した PIDCの機構改革として， 1962年には東西

ノミ寺スタンにう士＇/fl]され，また68年には鉄&l再生産主II門札

70年には造船部門札それぞれPIDCから切り離され

た。しかし， PIDCの運営の歴史で最も問題とされた民

間資本との癒着については，これまで適切な捨摂はとら

れなかった。

PIDCがその建設工場を民間に払い下げることは，も

ともと PIDC法に規定された行為であって，アユープ政

権時代には積極的に推進されたのであるの 60年代末まで

に， PIDC企業の資産売却の3分の2以上が，有力民間

資本に集中して行なわれたが，なかでもアダムジーとダ

ーウ－ Fを筆頭に，アミーン，パワニー，ファンスィ，

パシーノレ，イスパハニー，カリーム，ニシャート，サイ

ゴールなどのク勺レーフ。が，積極的にその払い下げに応じ

たっこれらの民間資本は， PTDC企業への経営参加ある

いはその株式取得を行なうことにより，独自に企業設立

を行なう場合の投資の危険を回避しながら，近代的な生

産施設をつぎつぎと手中に収めていった。これらの払い

下げ工場は， f干ゲループ。の中核的存：（£となり， グループ

資本の強大化を推進するとともに，経済カ集中化傾向を

強める大きな要因となっていったのである。

このように PIDCは，それ自体は＇ l三官半民の公企業で
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はあソたが，；ff'.{斉力集中排除との関係で，その役割にt、！

する批判］が増大し司なんムかの機構改革が必要Eされる

状態、にあった。

結局，つット一政協にIi・・，て， 11i1H!1C1）ばi4支にみられ

ふよ勺 i：，両手（企業（7〕内紛の 1葉土しご PIIX.：‘もl&りL
: J ,-, l ， 可 1h ／~（／）H泣どれのなかれ←っと：..C改めて位置ー；

i「「イしることにな，＇た。すなわ t,, l'HX：の余Tにあー〉

三多様な企業計；土，その製，；／，の干重践に応じてi也の;JvJの

い「れかの：di，二分t¥Hち7午＿＂；； _jし L、す二；／[.(Ti i:: t卜トこもfl(,さ
，＇；＞，、企業のみが， I'llk、のむよ，μ；，， I、にひき，) • 5き民主jt二：〉

二とにな，t: e〕？あろ勺との科医は． 円l>Cの広範巨Hに

わたる機能奇術 •l、し‘その傘下ヅロン、フケトを改めて r ，~1

IT企業どりむとナζyととι；二、 l'[JX.：‘ Iii本たtJO公れの

研究ノート→→ー←←企『ー

第5表 BIM 'l'l'E！！公／f:<Jノ生産動H

（対1lif'I－！芝.！l />jJlf本）

（%） 

公子！名（時私） 11リ73/741974/7511975/76 1976/77 
11. 成年！主 fト股i,,. IQ 

｛じ下・『c;t、；；ti 11. 7 千三110.9 5.2, Eヲl1.2 
将ぬ似1:・r: ,, 24.0 9.9 正う 2.6 25.5 

r I " 26.7 日 8.2 15.0 4. I 
n ,i)j d, " 8:{ 9 289.0 812.0 i :c)JO.:l 
:Jr 'f l!'J ft " 8‘5 :l5.6 日25.21 θ14.8 
ピメノ i ’／ り.5 :i.5 内；＼.4 己11.0 
,f, K望伊良・ 1:f！！符

74.0 19:J. I 100.4 82.S 十成主；；I.

W111!・ I，バ11ヒγ ，：：：：， s.:-i 
ι：n J:-l () l.0 そう 5.:-l

~- 主＼ :ll .4 4.2 2.4 

っとしてい間－ )f二そのげJ'f'-1;:半h立の IWvlU＞ほ阪下に ( /fl1•i1) I'akista!l J，；ι・onomic Sun•ey, 1974/75, 75/76, 

r・＜＇ノ 1のーあ：，.それ；に L、；わf:f, PJJ ＞＜ 、の Ii¥!(iドJに 76/77各＇，） 上りfrJN:o 

川どと） 1,(i）一円あろ：，tn,o r/t29＼しかし接収企業を俗々についてみると，経常状態

仏日，今仰の持置で故叱J主nされる；，＇， Uし l¥'.:lltlへの払 のぬ度に：忠化しているものが多く？；まれており，財務内

ヤ Fげを前提とした工場建設と L寸目［｝（の%，（本機能が ねの良事ft,_一流大企業を接収したということではなかっ

/f定されヲ '.iO(i，司tこわた η てたい、f二ドIt)（＿＂と氏！日 i資本と た。

のむ：t),if4;iHIJに上九ノ川六ケ Lの一工業化路総に，大きな転 Jli(~＇.f資料によると (it30'日銭収企業のうち負債額が日）（）（）

w，がもたらされることlソi:ハf二、という；，＇；、 πあろう内 JiJレピーを経えるホのが11企業， .r1：味資涼がマイナスど

4. 国有化企業の運営状況 h-｝ていど〉ものが7企業もあ J、た。これらの7企業とは，

企業接収が実施され，殺年が経過した。新ド立の］（）公社 フ了ンス f系のパキスタン鉄鋼，シャフィ系のアロケf

に再編成された企業数iよーその後も｝行力Iiiつづけ， 78{fi 化’乙ヴアリカ系のヴγ リカ化学，サイゴール系のコー

l'.!)j 現在て市1企業に注していろli-l'W!n 三 ~IJ，傘下企業の ヒヌ－Jt--機械，ワスイール・アリ一系のリズイール・ア
個々の資本開問、吊f同労働符数， 11：＿産額、給ll＇，額などに ！）一機械，および非財閥系の二つの自動車組立て企業で

隈u－る包t目的t（子ータ；土、 Blt-.1の手によってfj:r＆されて ゐる。ネ＇1.rnふ抜収金業全体では，接収資産額は合計で19

L、ふが町云｜羽されてL、るデータ；よその－ :'{j¥'iriこすきす， 億BOO万ル！こ。ーであったが‘負債額の14億1900万ルピー

1vrJt1lJな資↓H=.：、い； Lカ迅速；：：；の実態を知らことができ をif::iJIくと、その接収iL,1法資産額は4｛怠9400万ルビーへ

とi同L少よーる。

7ットー11fi政陪は，こAL，－，の同{T企業の運p；はようや また、企業接収が行なわれた時点では，パキスタン経

くその絡につレたばかりであり、同営と氏訟の生産性の 済は破綻に激Lており，接収企業の大部分が十分な原材

lヒ較とし、弓形で，安2坊にその運討状況をiiHilliすとことは 干れ吠i；品の供給を欠し、ており，稼働率は極端に低下して

できなL、とし亡，慎重な態度ーをと，〉て＼ ＇！この いた。労働問題も先鋭化しつつあり，その絞悦状態はお

たLかl二 暗号論としては、法収-ri:::::/'.'•J)t くが、人材， しf主ベてj忍わしくなかつfこ。銀行その｛也カ、F》（l)J昔入額も

干[,rf!；組織’資企司技vii，広〈材車↓｝、千－， i¥1'!,'i 
ひ、f出格なとの点でHlJM耳を抱えていることl土、容主占iこ推i!lll 入れが車i-J7億5000万Jレピ一にものl王－） てし、fこ（江31)。ま

されるところである。このことはもともと， 72年に接収 t:, f本収l丘後に行なわれたパキスタン・ルピーの平価切

された生産企業の財務内寂にも．反映されていた。この 下げは， r,,J同の輪出競争力を高めたが， ー面で輸入資材

時点で銭収された生産企業は，その大部分がパキスタ〉 の価格泌段をi呼LJ'.，接収企業の運宇：にはマイナスの影F訟

の基幹産業企業であっC，接収時におけるその製品敗売 ＆も之らしf二。

1＼五台計は年11}倍、ノレピー弱であり，それはノミキスタンの大 第5表は，国立テザイン・産業サーヴィス公社とノミキ

規模て業部門のそれのがJ15%を己iめるものであ J ) Jニ スタン鋭、鍛公社を1，念L，、fこ8公社につL、ぐ，そのと主産動1,,j

ララ
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をみたものである。表によると，個々の公社によって差

異がみられるが，全体としては生産の伸び卒に鈍化傾向

がみられる。すなわち， 73/74年度の生産増加率は，対

前年度比で31.4%と大幅に上昇したが， 74/75年度には

21.8%に減少し， 75/76年度には， 4.2%，そして76/77

年度に；土2.4%と，著しく純化している。政府資料は，

このような伸び率の低下傾向は，国内および国際経済の

景気停帯じ輸入原材料の価格騰貴および労働賃金の上

昇などによqてもたらされている，と説明している（凶2)0

また第G表；:t，同じく BI'.¥1管理下の8生Vt公社につ

いて，その製品販売高，利益出，輸出入額、投資額，お

よび雇用労働者数の推移をみたものである。表によると，

製品販売商は近年その伸び率が低下し，また課税前純利

益高におI;、ては大幅に減少じといるのがみられる。関連

する輸山入刊の推移は，共に拡大傾向を示Lているが，

輸出入のギャップが著しく大きいのが注目主れる。輸出

面では，化学・窯業，セメント，石油精製の各公社の貢

献度が商いことが報告されている（注33）。 －}j，雇用語で
は， 72年末の4万人から何年末の6万200'.l人へと， 55%

の増加をみたが，パキスザンの大規模工業部門惟34）の雇

用労働者数約42万人（注35）の15%弱を占めるにすぎず，票

用面での賞献度は高いとは言えない。

設備投資の面では，公社傘下の企業の拡張・増設に関

し， 76年現在で43件のプロジコケトが計µ1Ji•J1 である。そ

の投資子宅被it，ソ連援助の下にすすめられているカラ

チ製鉄所建設関係の134億2200万ルピーを除くと， 42プ

ロジェクト全体で96億37007JJレピーという規模である。

このうち60%にあたる57侍3600万fレピーが，外貨部門で

ある。これらのプロジェクトは，産業別』こみると，化学

肥料関係1件，精油・石油化学関係5件，化学・窯業関

係7件，重機械・重電機関係4件，軽機械関係7件，セ

メント関係4件，自動車関係2件，そしてPIDC関係10

件から成っている（注36）。

パキスタン計画委員会の推計では，基幹時業部門の拡

大の結果， 1980/81年度までにパキスタンの工業構造は

高度化し，伝統的産業（traditional industries）である繊

維，製糖，食用油脂，タバコ，セメントの諸産業が占め

るシェアは75/76年度の45%から36%へと減少し，この

一方で化学肥料，鉄鎖，鉄線製品のシェアlよ1.. 1上期潤の

7%から20%へと拡大するであろう，と述べている（注37）。

この計画委員会の推計が現実のものとなるためには，

固有部門の生産拡大が急速に？？なわれる必要があるわけ

であるが，｝~ 5表でみた上うに，拡大のテンポはむしろ

ラ6

第6表 BIM管理公社1）の運営指標

（単位； 100万ルビー）

｜開示s!191s/74I，四4叫抗周11976/
I (7月拠3月）

1.事：；占占叛売高川1,8061 2,9561 4,69足 5,09到 4,1 I 1 
~－純剰j 益高！ 181 1791 287可 1841 6 2 
:1.干B：入額！ 9341 1,2711 1,56引一i 一
4.l中品出額 i 11引 2381 34剖 一｜ 一
5.投資額 I2’47削 3,9511 3,2州 2,35到5,3552〕
6雑用者概数 I40，刷ιoool必，o州54,oool回，000
（人）円 I I I 「

（出所〉 Government of Pakistan, Board of Indus-

trial M四時ement,A抑制fRe,iew 1973/74 j; 

よび1974/75，および PakistanEcono仰 CSu間切

1973/74, 74175, 75/76, 76/77の各号より作成。

（注〉 1) 国立デザイン公社と鉄鋼公社を除く 8公

社の合計。

2) 1宮76/77年度段資予定額。

下降ぎみである。生産拡大のための前提条件は数多くあ

るが，なかでも資金調達とくに外貨資金の調達と，多様

な分野にわたる同有企業群の管理運常能力のいかんが，

Eそも主要な鍵となるであろう。

(I主1) Government of Pakistan, Statementザ

Industrial Policy, 1948, 6 p. 

（注2) PIDCの機能に関しては，拙稿「パキスタ

ン工業の展開巡れJ 〈山中ーf!l5縦『現代パキスタンゴ）

研究』アジ7終汚研究所 197:l"F) '.l87～415ベ－・・s：ノ十

参照されたし、。

（注3) 海運については既述のように，その後1974

fド1月になー，てi瓦｛Tf七が実施されfこ。

（注4) 接収企業の一つであるりズ4ール・ I ！）一

産業（WazirAli Industrie宮）は，「(I動率・トラクター

製造・組立て産業」のカテゴリーに入るものとして接

収されたが，その生産額の大部分は軍用製品である。

この一方で，！日仁く生産額に，Liめる平用製品の比率♂J

犬きいアトラス・オート社（AtlasAutos〕は， ヲ在収〆

れていない。

（注5) 製造工業統計によると，パキスタンの全工

業に占める綿紡織工業の比重は，固定資本総額の約34

%，雇用労働汚総殺の約47%，生産総額の約25%，そ！／

て付加価値総額の約32%である（Govt.of Pakistan、

Census of Manufacturing Industries 1969-70）。ま

た輸出額でも， 1972/73年の場合，輸出総額の約37%

をおめている （PakistanEconomic Survey 1973-74) 

（注6) White, Laurence J., op. cit., p,68, Table 
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4-9.なおホワイトの著書は，パキスタンにおける産業

集中の実態，参入障撲の特質，同系資本グループの支

配度などを分析しているが，そこセは，いわゆる家族

を含む43の同系資本がとりあげられているのが特徴で

ある。

( n: 7 ) Pakistan Times, Sじpt.2, l'l73. 
〔ii.8) Ibid., Sept. 2. 197:l. 

Cil.9) Ibid., Nov. 311, 1973. 

( ,UO) Ibid., Sept. 2, 197'.l. 

（注11) 「正味資産」（NetWorth）は，払込み株式

資本， ー般準備金，純利政の総和から，無形資産を控

除した部分を指す。

（注12) 「期間価額」（TimeValue）とはこの場合，

九該企業：の過去3年間の iYJ純平11山主 71:1した価額を

折す。

( d 13) Dawn, Mar. 8, 197,1_ 

（パ14) Govt. of Pakist，川、 jをよんist,w Economic 

パ1ir1・cy19'13-74, p. 14. 

（注15) 1株当り正味資度額のとくに低い企業とし

て， Ravi Rayon, Synthetic Chemicals, Pakistan 

PVC, Metropolitan Steel, Millet Tractorsなどの言者

会社が挙げられる （PakistanTimes, Mar. 9, 1974). 

（注16〕 Govt.of Pakistan, Pakistan Economic 

Suroey 1976-77, p. 46. 

〔1U7) Dawn, June 13, 197;'; 

（注18) Rashid Amjad, Industrial Conce珂tration

and Economic Power in l'akistan, Lahore, Univ. 

of Punjab, 1974, p. 53. 

（注19) ｛同々の接収企業の選択主主慨については，不

明であり，推測の減を出なし、。ある資料は，余下企業

の接収を受けた財閥の一つであるハールーン家の当主

の畜を借りて，企業接収はプットー大統11ncのち月一相）
> c/) 'f!,I人的なつながりに戸」じてL<r i , ：，たとえば大
統依川政敵につながる財附iごit絞 L＇・、；，r,c：況がとられた

正述べている（Gustafson,V,'. Eric，“Economic Re-

forms under the Bhutto Regime," Journal of Asian 

and i＼介ica担 Studies，日 (:cl/4),July/Oct. 1973, p. 

242）。

（注20) Amjad, ojう.cit., pp. 53-54. 

〈注21) ノミキスタンの経済力集中に関する最も包拒；

的な資料としては，既述のホワイトの務審がある。

.-! 7イトは，特定の家iJk/, ,1 t村＿c .I乙43の同系資本

ゲペープをリスト・アップ L，氏1/(7,(( ,, ＇む絞に応じて

研究ノート ー

ランキ γグを行なっているが，基準となる資度額には

総資産（Tata!Assets）の概念が援用されており，この

点で，アムジャドのデータと直接に比較することはで

きない。またアムジャドの表には，ホワイトの著書で

りスト・アップされている43グループダ〉うも，ハフイ

ーズ， II・ A・ カりーム， ミーんワーラー，ダーダー

などのグノレ プの接収状況が記載されていなL、しか

しはとんど同じ時期に刊行された!,,Jじ主主題を持つこ

ill_ )/) iti nを併用することにより，ノし干スタンにお
ける集中の実態およびその推移の概婆を，知ることが

できる。

（注22) アムジャドのデータによると，策パキスタ

ン独立の結巣，ダーウード，アーダムジー，ア少ノミー

ス・力一リ リの3資本は，いずれも 1位、ルビーを起

す資産爽失を袋ったが，爽失比率とはイスパハーーニー，

A・K・カーン，パーワの3資本がそれぞれ100%，ア

ツハ え・つりーすーリが94%となり， これら 4氏本は

治減lt'・Jj ！？を安けることになる。

この－・tJで，サイコーノレ， ヴァリカ，シェイ Pなど
の有力資本は，もともと東パキスタ γに工業投資を行

なっていなかったため，東の独立による資産の喪失を

まぬがれることになったと言える（Amjad,op. cit., 

p. 52. Table 19）。

（パ23) II】iJ.,p. 53. 

( /124) BIMの委員定数は， 9名であら。

(/125) BEvI長官Lこはその後．ラザー（R.Raza）生

産犬i立が就任［ている。

（注26) PIDCの機能および王の投資行動にかかわ

る諸問題については，前掲のtm稿「パキスタ／工業の
民間過程」を参！照されたい。

（注27) なお， PIDCの機構改本については，PIDC

の職員組合が強〈反発し，決定の取消しを求める行動

力：政府にXlt. ilYられたことが報j匹、可れていろ (J-壬z是i
－ 

王tan'I’，m，，‘ 

（／；一2自） ）； ラチ製鉄芳fも合む。

(/129) Co、t.of Pakistan, Rej>ort on the (,'ov’e-
rn mcnt ..一， p.12. 

（注30) Ibid., p. 73目

（注31) Ibid., p. 13. 

（注32〕 PakistanEconomic Survey 1975-76, p. 

39および 1976-77,p. 45. 

(1133) Pakista舟 EconomicSurvey 1.97 4-75, p. 

47. 

ラ7
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(/134) 1934守山工場法（FactoryAct, 1934) , ：ι った。
んっき t主主i生-r.;ti；，行、11/: I~ -'i；。以；）t’快)lj '~. i,{ しかしながら，これらの新政策が政治的な目的を第一

'!f: U20人以上主イ：＇ Ill 1 ；~組lo/J> ］ブi，； 主 J白 人 義的に持った措置であればあるほど，換言すれば，経済

( 1:15) Covl. of Pakistan, Ministry of Finance, 的な合理性を第一義的な目的としたものでなければなら

C，’IIS/15 イ ，＼fanuJ：山t山川K Industries 7969・ 70, なし、ほど，そのような施策に対する抵抗は急速に強まり，

Kara仁川、 1973,Talile 2. 実施を強行する場合の岡難が荊大する。この抵抗勢力は，

いI'.Hi) 1',,ki品川 F，川川nicS’川Tl'_¥' !.'J75 -7{i‘p 既存の特権階層のなかでも，とくに産業資本家屑と軍部，
,j() 

( I '.17) !hid., p. :n. 

[¥' 結びにかえて

つット一政権の Fで行なわれた一；主の国有化政策は，

独占役＇＼ O<f'-を終，i:;¥L (: .，：干ス？〉経済の手i生産構造に員

要な転、軌をせ4:.たものとして，注iiされるものであるコ

もとす）とプァト一政権の経済ck:.f1土，政権の母体であ
ー p、今え勺ンノ人民党（p['fりが，その選挙情｛渓でJ極ソて

たとτ7)Cつi'LJつの杓＼すな;f3九「イデオロギーはイス
ラームー政治；土［（＿＿：主義、経ィ斉i土ti会i一一義、そして七Hit

)Jを人［（；こJ(Islam is our faith, Democracy is our 

pり！icy,Socialism is our Economy町 andi¥ll Power i朴

the People）と L、うれゴーガ：ぺづ」 J ;1,、て令いわば公

約のそM行－~ • ''J形で実憶されたものであるのその背景に

あった十のi上京パキスタン喪尖；（二工る虚脱感ど．所得

の不平等分配や,g-の¥l,J在にi付する長年のうっ隠したfll院

といっJ二いわば大衆のフラストレイミョンを， L、かに

LR京するかど＼＇行政治探題であ d，た勺ブ、ノト 政権はそ

の方法とし亡長年特権階層とみられてきた農村部にお

ける大土地所有者， /ITT市部における産業資本家、そして

一倍りの工 1）ー卜官僚と軍の上層部kこけし、その制度組

織の己文京おkび粛正を行なうこと』こよ b て、大衆の怒り

のヱネルギーを吸収し上うどしだっ政t/l'h足立直後に行な

われた主主主財閥、＇： hのc:1宅軟禁拾置は ブ，ト一政徳が

行なおうとしてし、た格済制度改革の方向者二象徴的に71'

すと Lイ， つの政治的行為であこPた。

たしかに，ブソト一政権力：、母入Lた経済諸改革は，そ

れがt＋会主義化政策どいろに恰ーするか百か；士号ljをして，

これまでのパキス ・＇lン経済の生産関係とくにこ仁業部門に

おける所有と経営に関して噌かつてない大きな変化を1,

た「〉したものブあることは否めな、、。主要財日号、＇ i＋ーの'ik

然措l賢につ J Jいて行な才1れた10大産きたの国家管理化， I: 

l也fljlj度改革，銀行・保険の国：ff｛ヒ，お上びその他の諸rf

業の接収措置は，短期tf¥！に連続して行なわれ，ノミキスグ

ン経済力：新L＇.、段階に入，，たとの印象を強めるものであ

ぅ旦

向l'u僚のあいだに存在し，強まっていった。この怠i広

で，プット一政権が，一連の経済改革の実施過程にあ／〉

て，しだいに産業界に対して譲歩の姿勢を示LU ‘イー

事実は注目に値する。

もともと， 72年初頭の主要財防当iての軟然拾i戸にして

も，、＇j初J6カJjと発表された拘束期間は 1カバたらずで

解除された。労働政策も，内初は大きく労働者側に対し

て議歩の姿勢がみ人れたが，その後は産業界の志、I匂を人

れ，頻発する労働ストに対しては労働指導者の逮捕やス

ト,i，の貸会不払L、指令などにみ九れる上うに，鎮圧政策

がとられてし、った。

1-Wff化政策tこ＇）し、ても， 72年の10大産業の接収後ただ

ちに‘これ以上の同有化が予定されていないことが発表

され（it:！），プット一政権に対する産業界の不満と不信を

除去する努力がJムわれたハ国有化はその後もし、くつかの

産業分野にわたって断続的に行なわれたが，基調として

は同有化拡大の動きは弱まり，かつ小規模となり，代わ

って民間の役？ii]もかなり認めるとし、う政府土民間との新

L レ関係に立脚した「混｛＇，経済jの確立が，くり返し強

調されるようになった。

三れらの郵jきと並行してブ守ツト一政権は， 74年HJに

ラヒム（lA. Rahim）商務相を解任，つ＇）＼，、て 10月にハ

ッサン（MuhashirHasan）蔵相の更迭を行なうなc，政
権；の経済担当安打：脊の移動によって，産業界とのしこり

を除去するところみを行なった。このラヒム商務祁，そ

してEくにハソザン蔵相の更迭は，両者が辿の経済改

革政策の実質的な推進者である土日されていたことか

ム，ブヴト一政権の経済路線が産業界寄りに修:iiーを余儀

なくされた結果であるとみることができる。

商務相ど蔵相の解任の間隙をぬうように， 74年8Ji 18 

I lには，輸出促進の名目で産業界から要望されてし、た綿

製品の輪出税撤廃が実施され，またくすぶってし、た綿紡

綴産業の同有化の幣が，百相談話で否定されるなど、夜

業界の巻き返Liこ対するプット一政権の妥協姿勢とが［｜

立ってきた。

烹75年；1月22H，パキスゲン商工会議所連取（Ferlera
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tion of Pakistan Chambers of Commerce and Indu-

stries）の討・ T・シヤ－ (Shah）新会頭は，産業界は Y、

ット一政権の政策遂行に協力する用意があると述べつつ

も，政府と民間部門の役割分担の明確化，および接収企

業；こ対する補償の迅速な実施を， '.J'11＜要望した,r2）。そ

の後も，商工長議所連盟は，税制改正，一部国有化企業

の民間への返還，外資導事入対策などについて発言し，積

i摂｛匁な姿坊にif去じて，＼；＇こと. 76年11}j 10日に行な，われた，
部精米工場の民間ノザJjiz還決定：J:，プット一政権の肉

有化政策の流れが，後退を示した；最初のケースである。

77年4Jj 11 ll，ピー／レJダ（A.H. Pirzarlah）蔵相は，

政府が園行化解除の問題について検討を始めたと述べ，

注目された（注3）。固有化解除の動きは，同年7月5日に

おヴるジア（l¥LZia-ul-Haq）軍事政権の登城f危急速に

表面化してき之。既述のように，その後，統繰り，精米，

精粉の諸工場が民間に返還され，一帯~の食用油脂工場も

返還されたn また77年10月初日には、 l'l司有産業分野1-:.:t.:J
rる民間投資の認可が発子之され(ii4 ＇.ブッ i、一政権期仁
拡大した国有部門の機構改革が翁手されることが表明さ

れたのである（／ts）。

このように プット一政権期に行なわれt・,i(業国有化

政策は現在，ジア現政権の下で再検討が行なわれ， 一部

固有企業の民間への返還，主要産業に対する民間投資の

7下落，固有企業の管HI'・運営機関である BJ:＼！の機構改

革（注6）などがすすめられつつある。

現政権の基本政策は， 「経済のイスラム化」にあると

されている／う＼そのi~体内内容にノλ、ては，いまだ羽ん

かではない。たしかに，プット一政権期に比べ，民間資

本の動きがより活発であることが，現政権の経済政策の

か向を示しているとは百えようれしがしジア政権は， 72

年に接収された基幹工業企業につL、ては，その返還を行

なわないと声明しており（注7），基本的には，プット一政

権期に形成さ九た基幹所業の国ff'iffl主体帝I］は維持する方

針を打ちUlしている。おそらく，ジア政権に委ねられた

課題は，国有部門の民間への返還によってプット一政権

以前の状態に復帰することではなく，この間有部門の｛＼＇

理化E能率化のためのたJ策をいかに立て，実悔してゆく

かという点にあると息われる。そのためには，肥大化し

た行政機構の整理，泊大した生産公辻の統廃今、個々の

国有企業の運営・管理の再検討，そして民間資本との関

係調整といった具体的な行動が，ますます必要となりつ

つあると曾えるであろう。

（注 1) Dawn, Jan. 3, 1972 

研究ノート

（注2) Ibid., M肌 23,1975. 

(ii ：｛〕 Ibid.,Apr. 12, 1977. 

〈注4) Ibid., Oct. 31, 1977. 

(/t 5 ) Ibid., Oct. 19, 1977. 

( Ii ti) 新！iii桜j立によら，c, 197911 2 Jl 1口， BIM

の廃止が閣議決定され，代わって閣僚委員会（A Co幽

mmittee of Minist志向）が設置され， BIMの管Jlll.Tに

あっ t:Glの国1f(ic:茶の統従｛，i::1題が険討される二！とに

なっと（Ibid.,Feb. 2, 1979）。

( /l: 7) Ibid., Sept. 27, 1978. 

（アジ 7経済研究所在ロンド γ海外調査民）
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